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第1章 わが国の社会経済をめぐる環境の変化 
 
今後の経済成長の推移 
・ わが国の実質 GDP は、1960 年代の高度成長期に年率 10％を超える伸びを示した
が、1974 年のオイルショックを境に成長が鈍化した。バブル経済崩壊後の 1990
年代は 1996 年を除いて年率 1％前後の伸びとなり、1998 年には、1974 年以来の
マイナス成長（▼2.8％）を記録した。 
・ 今後 2025 年迄の実質 GDP の伸び率は平均 1％～2％と予想されている。 

 

（資料） 経済企画庁「国民経済年報」（２００５年、２０１５年、２０２５年は日本経済研究センター予測）より作成 
 
 
 
 
 

（出典） 『「構造改革のための社会経済計画、活力ある経済・安心できるくらし」の進捗状況と今後の課題』（1996

年 12 月 閣議報告参考資料） 

図　実質GDPの推移　（単位：１０億円）
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わが国の財政状況の逼迫 
・ 国と地方の長期債務残高は平成 5年度以降急増しており、平成 11 年度には約 600
兆円に達する。 
・ 対 GDP 比で見ると、平成 9年度に 100％を超え、平成 11 年度には 120％強に達す
る。 
・ 今後は、高齢化社会の進行に伴い社会補償費の増大が見込まれ、財政構造改革の
要請も強まるものと予想される。 

 
図 国と地方の長期債務残高の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注） 重複分は、交付税及び贈与税配布金特別会計借入金残高（地方負担分） 

 
（出典） 「２１世紀の国土・地域・社会と道路政策のあり方について」参考資料（道路審議会参考資料） 
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公共投資ポテンシャルの減少 
・ 社会資本ｽﾄｯｸ額は、1990 年度末で約 460 兆円（1985 年暦年価格）に達したと見
込まれており、2000 年には 700 兆円半ば、2010 年頃までには実質投資額を横這
いとした場合でも 1100 兆円程度にまで増加すると見込まれている。 
・ 社会資本正義の整備水準は、一定の整備水準を 100％とした場合、部門毎にばら
つきはあるものの、現在おおまかに半分程度と考えられ、今後 20 年間に安定的
な投資水準が確保されることとして試算すると、2010 年頃には 8～9 割の水準に
達するものと考えられている。 

 
図 公的社会資本ストック額の推移（1985 暦年価格） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(備考) １．経済企画庁総合計画局推進（試算） 
 ２．1988～1990 年度は見込みで、1991 年度以降は下表の条件による。 
 ３．公的社会資本ストック額の試算（1985 暦年価格） 

 
注) 1：（  ）は、2001年度以降の伸び率を 3%と仮置きした場

合の単純な試算値である。 
 2：[  ]は、1990 年度末のストック額に対する倍率。 

 
 

図 部門別社会資本整備水準の長期イメージ 

 
 
 
 
 
 
 

 
(備考) 1.各部門の整備水準は、例えば、上水道、下水道についてはその普及人口を、高規格道路、国道改良、在来鉄道、海岸

についてはその延長を、都市公園、治水、土地改良についてはその整備面積などを指標とし、部門ごとの一定のレベル
に対する達成率を示したものである。 

 2.2010 年ごろまでの社会資本整備の進展のイメージを極めておおまかに描いたものであり、将来における目標値や達成
されるべき水準を示したものではない。 

 3.経済企画庁総合計画局において作成。 

1990年度末 2000年度末 2010年度末
見込み (公共投資基本計画

をよりどころにした場
合の単純試算)

(2001年度以降の1g
の伸びを横ばいとし
た場合の単純試算)

約460兆円 700兆円台半ば 1,100兆円弱
[1.7] [2.3]

1,100兆円強
[2.5]

（出典） 経済企画庁編「2010 年への選択」 
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低成長時代のライフスタイルの変化 
・ 国民生活に対する世論調査(平成 8 年)の結果によると、今後の生活の仕方とし
て、｢心の豊かさ｣に重点を置きたいと答えた者(58.8％)が「物の豊かさ」に重点
を置きたいと答えた者(27.9％)を大きく上回った。 
・ 昭和 47 年の調査以降、「心の豊かさ」と答える者の割合は漸増しており、平成 8
年には過去最高を示した。 

 
図 心の豊かさか，物の豊かさか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*1 物質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きをおきたい 

*2 まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい 

 
（出典） 総理府「国民生活に関する世論調査」（平成８年７月） 
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高齢者人口の現状と将来 
・ 1998 年 9 月 15 日現在における我が国の 65 歳以上人口（推計）は 2,049 万人 
・ 総人口に占める 65 歳以上人口の割合の推移をみると、第１回国勢調査が行われ
た 1920 年には 5％程度で推移していたが、その後は年を追って上昇し、1985 年
には総人口の 10％、1996 年には 15％、1998 年には 16.2％に達した。 

・ 65 歳以上人口は今後も増加を続け 2,000 年には 2,187 万人、2,015 年には 3,188
万人、2,020 年には 3,334 万人に達する見込みである。 

 

図  総人口と高齢者人口の推移 

図  総人口に占める 65 歳以上人口の割合の推移 

注） １：1997 年及び 1998 年は 9 月 15 日現在、他は 10 月１日現在 

2：1995 年までは「国勢調査」 

1996～1998 年は「推計人口保障・人口問題研究所日本の将来推計人口－1997 年１月推計」 
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日本と欧米諸国の高齢化の比較 
・ 諸外国の総人口に占める 65 歳以上人口の割合を見ると、調査年次に相違はある
ものの、スウェーデン、イタリアが 17.1％、イギリスが 15.7％、ドイツが 15.7％、
フランスが 15.4％などとなっており、我が国の人口の割合（16.2％）は、スウェ
ーデン、イタリアに次いで高い水準となっている。 
・ 65 歳以上人口の割合が７％注）から倍の 14％に達した所要年数（倍化年数）を
みると、スウェーデンでは 85 年、イギリスでは 46 年、フランスでは 116 年を要
しているのに対し、我が国の場合、昭和 45 年の 7.1％から平成６年（1994 年）
には 14.1％となり、所要年数はわずか 24 年となっている。 
・ 我が国の 65 歳以上人口の割合は、今後も上昇を続け、極めて急速な高齢化が予
測されている。 

・ 注）国連は、65 歳以上人口（老年人口）の割合が７％を越える国を高齢化人口
国とする基準を示している。 

 
図 総人口に占める 65 歳以上人口の国際比較 

国名 調査時点 総人口に占める割合（％） 
  （推計時点） 65歳以上 70歳以上 75歳以上 80歳以上 85歳以上
日本 １） 1998.9.15 16.2 10.8 6.4 3.5 1.6
スウェーデン ２） 1996.12.31 17.4 13.0 8.6 4.8 2.1
イタリア ２） 1997.1.1 17.1 － － － － 
イギリス ２） 1996.6.30 15.7 11.2 7.1 4.0 1.8
ドイツ ２） 1996.12.31 15.7 － － － － 
フランス ２） 1997.1.1 15.4 10.7 6.6 3.9 2.0
アメリカ ２） 1996.7.1 12.8 9.0 5.7 3.1 1.4
中国 ２） 1996.10.1 6.9 － － － － 
韓国 ２） 1997.7.1 6.3 3.8 2.0 0.9 － 
インド ３） 1993.7.1 4.2 2.4 － － － 
(出典)  １）「推計人口」 
 ２）各国の統計年鑑、イギリス、韓国は統計月報 
 ３）国連人口統計年鑑 1995 年版  

 
図 65 歳以上人口の割合の推移の国際比較 

（
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出典）建設省資料 



 

出生率の低下 
・ 平成８年の出生率は 120 万 6,555 人で７年と比べて１万 9,491 人増加し、出生率
（人口千人当たりの出生数）は、８年は 9.7 で、７年の 9.6 をわずかに上回った
（９年推計値 119 万人、9.5）。 
・ 合計特殊出生率は、平成８年は 1.43 で、過去最低であった７年の 1.42 とほぼ同
じとなっている。 

 
図 出生数と合計特殊出生率の推移 
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日本人海外旅行者数、訪日外国人数の推移 
・ 平成９年の日本人海外旅行者数は、対前年 11 万人（0.6％）増の 1,680 万人と伸
び率は低迷したものの、史上最高を記録した。 
・ 訪日外国人旅行者数は、対前年 38 万人（9.9％）増の 422 万人となった。 
・ 我が国と諸外国との間の国際旅客輸送は、大半が航空輸送により行われており、
９年の日本人海外旅行者、入国外国人の 98.7％が航空機を利用している。 
・ 航空機を利用して我が国から出国した日本人海外旅行者及び入国外国人の
77.4％が成田空港及び関西国際空港からの発着である 

 
図 日本人海外旅行者数、訪日外国人数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）１：法務省資料に基づく運輸省運輸政策局観光部集計による。 
  ２：「訪日外国人数」とは、法務省編集の「出入国管理統計年報」の入国外国人数から日本に居住する外国人

を除き、これに外国一時上陸客等を加えた入国外国人旅行者数の事である。 
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訪日外国人旅行者数の動向 
・ 外国人旅行者受入数について、我が国は依然国際的に見て著しく低水準にとどま
っている。 
・ 訪日外国人旅行者数は、９年に初めて 400 万人を突破するなど増加傾向にある
が、日本人海外旅行者とのアンバランスは非常に大きなものとなっている。 
・ 地理的条件を同じくする他のアジア諸国と比べても香港、マレーシア、シンガポ
ール等を下回っており、アジア地域への外国旅行市場においても国際競争力に乏
しいことが明らかとなっている。 
・ 近年、アジアの近隣諸国における外国旅行者の急増の影響もあり訪日外客数は増
加傾向にあるものの、近隣諸国の外国旅行者の訪問国として日本のシェアは縮小
してきている。 

 
図 アジア･太平洋諸国の来訪外国人旅行者数の推移 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

注） 1996 年のインドネシアはデータなし。 

 

（出典） 国際観光協会（JNTO）資料 
 
 
  
 
 
 

図 韓国及び台湾の出国旅行者に対する訪日旅行者の比率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注） 韓国観光公社（KNTO）及び台湾交通
部観光局の出国統計及び国際観光
振興会（JNTO）の訪日旅行者統計に
基づき、運輸省運輸政策局緩行部が
集計した。 
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国際航空需要の伸び 
・ 年平均伸び率は低下するものの、国際航空需要は今後も引き続き伸びると予測さ
れている。 
・ 特にアジア・太平洋地域においては、他地域以上に需要が伸びると予測されてい
る。 

 
図 世界の国際旅客航空需要の伸び 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 「第７次空港整備五箇年計画の基本的考え方 中間とりまとめ」（航空審議会参考資料） 
  IATA「ASIA-PACIFIC AIR TRANSPORT FORECAST」（1995）の数字をもとに作成。 
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地球温暖化の現状と対応 
・ 近年、人間活動に伴う二酸化炭素やメタン等の温室効果ガスが大量に大気中に排
出されるようになり、その結果、温室効果が高まり、地球が温暖化するおそれが
生じている。 
・ 地球温暖化防止対策の国際的な枠組みとして、平成６年（1994 年）に発効した
気候変動枠組条約について、2000 年以降の対策につき、平成９年（1997 年）12
月の第３回締約国会議（COP３）で、締約国の数値目標、政策措置等を定めた京
都議定書が採択された。 
・ 会議には 155 カ国から、政府代表国、報道関係者、NGO など計 9,850 人が参加し
た。 

 
図 世界のＣＯ２の排出量の推移(1950－1994) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(出典)オークリッジ国立研究所二酸化炭素情報センター(米国)推計値 
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情報通信メディアの普及予測 
・ インターネットの利用者数は、1997 年には 1,155 万人に達し,利用世帯数は 287
万世帯（世帯普及率 6.4％）となっている。 

・ 2005 年における利用者数、利用世帯数について見ると、利用者数は 4,136 万人
と、97年の3.6倍に拡大するほか、利用世帯数は1,929万世帯（世帯普及率41.8％）
と、現在の携帯・自動車電話並みに、半数近い世帯でインターネットが導入され
ると予測されている。 

 
情報通信メディアの普及予測 

  1997年 2005年 2010年 
利用者数 1,155万 4,136万 4,459万
利用世帯数 287万 1,929万 2,755万インターネット普及（注１） 
世帯普及率 6.4％ 41.8% 54.9％

地上放送（注２） 世帯普及率 100％ － 100％
衛星放送（注２） 世帯普及率 － － 85％
ケーブルテレビ（注２） 世帯普及率 10.1％ － 41％～60％
携帯・自動車電話（注２） 普及率 46.0％ － 46.9％～51.9％
PHS（注２） 普及率 15.3％ － 21.9％～25.9％

 

注） １： 1997 年における普及率は、97 年時点の総人口比、2005 年及び 2010 年における普及率は、「日本の将来推計

人口（９年１月推計）」（社会保障・人口問題研究所）による総人口の推計値を用いて算出。 

２： 地上放送、衛星放送、ケーブルテレビは、「放送高度化ビジョン 2010」（1997 年 4 月）による。なお、2005 年にお

ける推計は行っていない。衛星放送は、BS、CSの区分を設けず、ケーブル経由 60％、直接受信 25％と想定。携

帯・自動車電話、PHS は、電気通信技術審議会答申「携帯電話等の有効利用方策」（1997 年 2 月）による。 

 

（出典） 「平成 10 年通信白書」  
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防災・危機管理の必要性 
・ 阪神・淡路大震災などを契機に安全･安心に対する関心が高まっている。 
   ～阪神・淡路大震災の被害状況： 
      死者 6,425 人、負傷者 43,772 人 道路被害 3,642 ヵ所 
   ～政府に対する要望として「防災」と回答した人の割合： 
      ７.2％（平成６年） → 20.4％（平成７年） 

 
 

図 政府に対する要望 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）選択項目の中から主要な項目を抽出。複数回答。 
 
（出典）総理府「国民生活に関する世論調査」（平成 6年、平成 7年） 
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